
事業番号 - - -

（ ）

地方創生推進事務局では、平成17年の地域再生法制定以降、地方公共団体が作成した地域再生計画を計11,756件（令和5年3月時点）認定しており、補助金等、税制の特例措
置、規制緩和措置など様々な支援メニューが活用されている。同法に規定されている地域再生基本方針において、毎年度、認定制度をはじめ同法の規定に基づく支援措置等に
ついて事後的に評価を行うこととされていることから、地域再生計画の認定を受けた地方公共団体に対する調査等を実施しており、今後も引き続き調査を実施し、地域再生制度
の評価を行う必要がある。
地域再生利子補給制度については、平成20年の制度創設以降、地域経済の活性化に資する事業等への支援に活用されてきており、金利が上昇傾向にあるなかで引き続き地
域への投資を支援する必要がある。

令和6年度要求

-

-

-

299

(目)

(目)

30

(目)

3 3

0.5

35

地域再生支援利子補給金

地方創生推進委託費

庁費

職員旅費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
75%

主な増減理由（・要望額・予備費）

75%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/index.html

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 262

257

85%

2

執行率（％）
=(G)/(F)

75% 77% 82%

地方創生推進事務局

(目)

2023 府 22 0033

内閣府

政策 ５．「地方創生」

事業の目的
（5行程度以内）

地方公共団体が行う自主的・主体的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進することを目的と
する。

地方創生推進事務局 参事官　平林　剛

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

地域再生法第5条第1項及び第15項
地域再生法第14条第1項
地域再生法第15条第1項

関係する
計画、通知等

地域再生基本方針

事業名 地域再生の推進に必要な経費 担当部局庁 地方創生推進事務局 作成責任者

事業開始年度

施策 ５．「地方創生に関する施策の推進」

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www8.cao.go.jp/hyouka/r2hyouka/r2jigo/r2jigo-top.html

② 利子補給事業については、金融機関が事業の実施者へ最初に貸付けした日から起算して５年間（利子補給率：0.7％以内）。

平成17年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

299

予備費等（E) - - ▲ 1 -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 280 267 265 262 299

- - 10

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

① 地方公共団体の自主的・主体的な取組を支援するため、地域再生計画の認定を行うとともに、計画に基づく事業の効果検証、地域再生に関する課題抽出等の調査分析を実
施する。
② 認定地域再生計画に資する事業を行う事業者が指定金融機関から当該事業を実施する上で必要な資金を借り入れる場合に、最大0.7％の地域再生支援利子補給金を支給
する。

実施方法 直接実施、委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 209 199 226

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

280 257 274 262

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 諸謝金 0.7 0.7

翌年度へ繰越し（D) - ▲ 10 - -

226

2

0.5

【主な増減理由】
地域再生支援利子補給金について、新たな地域再生計画策定の動きや
金利上昇予測などにより、令和6年度も申請は高水準で推移すると想定
されるため。
地方創生推進委託費について、地域再生に向けた一層の環境整備や制
度改善を図るためには、地域再生計画に位置付けられた事業や関連す
る支援制度の効果検証等に十分な体制で取り組むことが重要であり、入
札不落等の懸念がないよう、必要な予算を確保して当たることが必要で
あるため。

【6年度重要政策推進枠】
9百万円



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 43.1 52.3 -

目標値 ％ 70 70 70

達成度 ％

認定地域再生計画における支援措置を
活用した地方公共団体によるモデル
ケースの創出

事業内容、実施体制、事業の手法に
新規性のある取組が見られる（モデ
ルケース）地域再生計画件数 （広域
連携事例、地域再生推進法人の取
組を含む）

成果実績 件 - 18

-

地方公共団体が作成する地域再生計画を内閣総理大臣が認定し、認定計画に基づく措置を通じて、自主的・自立的な地域の活力の再生に関する取組を支援す
る。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

地域再生計画の評価等に関する調査報告書

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

930

活動目標 活動指標

1,170

年度

10 10

定量的な成果指標 単位

件 1,124

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

地域再生計画の認定 地域再生計画の認定件数
活動実績

- 年度

認定地域再生計画の目標達成状況に
おいて、目標達成率100％以上の計画
数の増加

地方公共団体に対する調査で「目標を大
幅に上回っている（達成率150％以上）」
「目標を上回っている（達成率100％以
上）」とした計画／当該調査に回答のあっ
た全計画 達成度

単位 令和2年度

61.6

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

地域再生計画の評価等に関する調査報告書
※令和2年度はコロナ禍によりヒアリング調査は中止となった。

令和2年度 令和3年度

74.7

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

1,459

-

-

-

認定地域再生計画のアンケート調査や優良事例のヒアリング調査を行い、その調査結果報告書やとりまとめを各地方公共団体に共有し、工夫を凝らした事業遂行
の促進や、優良事例の参考によるマンパワー不足解消等の課題解決につながるように、各地方公共団体のKPI達成の一助として活用してもらう。したがって、認定
地方公共団体の目標達成率を長期アウトカムに設定する。

-

-％

10

目標値 件 -

180 100

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

899

認定地域再生計画の進捗状況や目標達成に向けた課題等を把握するとともに、地域再生計画の策定や支援措置の活用にあたってのニーズや期待についての調
査を実施している。地方創生の推進のひとつの指標である認定地方公共団体のKPI達成率を向上させるためには、優良事例となるようなモデルケースを地方公共
団体に共有することが有効であると考えられることから、認定地方公共団体による自主的且つ自立的な先進事例となる地域再生事業の課題解決策や創意工夫
点、官民連携の形態等が見られるモデルケースの創出を短期アウトカムに設定した。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-1,170 970

成果実績



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-

109 524 597 -

目標値 人 200 500 500 -

達成度 ％ 54.5 104.8 119.4 -

成果実績 人

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

金融機関から内閣府への申請資料

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

地域再生支援利子補給金の支援対象
となる新規融資による雇用効果（新規）

地域再生支援利子補給金に
よる融資による雇用促進

93.2 120.9 84.1 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

金融機関から内閣府への申請資料

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

地域再生支援利子補給金の支援対象となる新規融資による民間投資が促進され、支援対象の事業が円滑に実施されることで、産業の高度化や新産業の創出な
ど地域経済の活性化が図られ、雇用機会の増大につながると考えられるため、地域再生支援利子補給金の支援対象となる新規融資による雇用効果（新規）を長
期アウトカムとして設定した。

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

地域再生支援利子補給金は、民間事業者の借入れに係る利子の一部に対する補給金であり、利子負担の軽減により支援対象となる新たな民間投資を誘発でき
ると考えられるため、地域再生支援利子補給金の支援対象となる新規融資による民間投資総額を短期アウトカムとして設定した。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

地域再生支援利子補給金による民間投
資の促進

地域再生支援利子補給金の
支援対象となる新規融資によ
る民間投資総額

成果実績 億円 205 266 185 -

目標値 億円 220 220 220 -

達成度 ％

活動内容②
（アクティビティ）

地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生を推進するために実施する事業を行う者が金融機関から当該事業を実施するうえ
で必要な資金を借り入れる場合に、国が当該金融機関を指定し、予算の範囲内で、最大0.7％の利子補給金を支給する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

地域経済の活性化等に資する民間投
資の実施

地域再生支援利子補給金の
支給対象となる融資の額

活動実績 億円 73 103 130 - -

当初見込み 億円 94 105 115 92.9 132



-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められ
ている閣議決定

等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 0029,0030,0031

備考

内閣府

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 0047,0048,0049

平成25年度 0027,0028,0030

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

事業の進捗状況を的確に把握し、本制度が有効に活用されるよう、利用促進に取り組むとともに、予算の効率的な執行に努めたい。また、一者応札となっている要因については
市場価格調査及び委託業務の周知が十分に行えていなかったことが考えられ、それらの改善を図るとともに調査内容及び調査項目の精査を行うこととしたい。

現状通り

現状通り

0026,0027,0028

平成30年度 0026

平成23年度 0042,0043,0044

アクティビティ①については、今後も、本制度を活用して行う地域の自主的かつ自立的な取組がより総合的かつ効果的なものとなるよう、地域再生計画の実施状況
やその効果を踏まえ、予算の効率的な執行に努めつつ、適切に実行していく。
アクティビティ②については、地域再生支援利子補給金は、少ない予算で民間投資や雇用を誘発することが可能であり、引き続き本制度の活用を図ることとした
い。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0028

平成29年度 0027

令和3年度

平成27年度

令和2年度 内閣府 0026

0036

令和4年度 2022 府 21 0037

2021 府

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0027

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

アクティビティ①については、地域再生計画の認定により、地方公共団体が行う自主的かつ
自立的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活
力の再生が図られ、経済的・社会的効果が生じている。
アクティビティ②については、平成21年度に、地域金融機関からの融資に初めて利子補給契
約を締結し、以降も新たな複数の地域金融機関からの融資に利子補給契約を締結し、着実
に制度の浸透・活用が進んでいるところ。

-

-

事業の進捗状況を的確に把握しながら、事業の有効性、効率性及び成果実績について、より一層の検証に努め、予算の効率的な執行を行うこと。また、一者応札
となっている要因を的確に分析して改善策を講じられたい。

外部有識者の所見

点検対象外



　

2

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費
エリアマネジメント活動に係る効果把握のケーススタディ調
査

5 人件費
令和4年度「小さな拠点」及び地域運営組織の連携・協働促進に関する調査・検討
業務 5

人件費
エリアマネジメント活動に係る効果把握のケーススタディ調
査

C. D.

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

一般管理費
エリアマネジメント活動に係る効果把握のケーススタディ調
査

1 一般管理費

計 10 計 8

4 事業費
令和5年度「小さな拠点」及び地域運営組織の連携・協働促進に関する調査・検討
業務

令和6年度「小さな拠点」及び地域運営組織の連携・協働促進に関する調査・検討
業務 1

人件費
事務補助員（地域再生計画の認定等に関する業務）に係る派遣業
務 0.8

人件費
事務補助員（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に係る審査業務）に係
る派遣業務 1.8 利子補給金

地域再生に資する事業の実施者に対する融資に係る利子
補給金 31

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2.6 計 31

利子補給金 地域再生に資する事業の実施者に対する融資に係る利子補給金 19

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 19 計

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

内閣府

（地方創生推進事務局）

226百万円

内閣府

38百万円

一般事務費

3百万円

内閣府

185百万円

地域再生関連制度の運用状況に係る
調査・分析等

指定金融機関の指定、
事業実施者の推薦等

委託【一般競争（総合評価）】 委託【一般競争（最低価格）】 委託【随意契約（少額）】

Ａ．民間事業者

（3社）

27百万円

Ｂ．民間事業者

（ランドブレイン

株式会社）

8百万円

Ｃ．民間事業者

（4社）

3百万円

エリアマネジメント活動に
係る効果把握のケースス

タディ調査等

「小さな拠点」及び地

域運営組織の連携・

協働促進に関する調

査・検討業務等

事務補助員派遣、
印刷製本等

【利子補給金】

Ｄ．指定金融機関

（27 金融機関）

185百万円

事業実施者への融資

Ｅ．国から推薦を受け、地域再生

に資する事業を実施する事業者

（124社）185百万円

地域再生に資する事業の実施



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1 株式会社価値総合研究所 3010401037091
エリアマネジメント活動に係る効
果把握のケーススタディ調査

10
一般競争契約
（総合評価）

2 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

2 - -

3
株式会社日本アプライドリ
サーチ研究所

6010001009455
地域再生計画の評価等に関
する調査・分析等業務

8
一般競争契約
（総合評価）

1

2 有限責任あずさ監査法人 3011105000996
地域再生エリアマネジメント負担金制度
の導入に向けた効果測定のケーススタ
ディ調査

9
一般競争契約
（総合評価）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1 ランドブレイン株式会社 9010001031943
令和4年度「小さな拠点」及び地域運営組織の連携・協働
促進に関する調査・検討業務 8

一般競争契約
（最低価格）

1 -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1
株式会社リクルートスタッフィ
ング

4010001032038
事務補助員（新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金に係る審査業務）に係る派遣業務、事務補
助員（地域再生計画の認定等に関する業務）に係る派遣
業務

2.6
随意契約（少

額）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

3 株式会社ブルーホップ 6010001056290
地域再生関係基礎資料集の
印刷業務

0.4
随意契約（少

額）
- - -

- -

2 ヨシダ印刷株式会社 1220001007401
地域再生制度パンフレットの
印刷業務

0.4
随意契約（少

額）
- -

- - -4 朝日梱包株式会社 9010601040880
地域再生制度パンフレットの
梱包・発送業務

0
随意契約（少

額）

- - -

2 株式会社八十二銀行 3100001002833 利子補給金支給 31 補助金等交付 -

1 株式会社三井住友銀行 5010001008813 利子補給金支給 31 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

-

4 株式会社北國銀行 8220001007709 利子補給金支給 17 補助金等交付 - - -

- -

3 株式会社三菱UFJ銀行 5010001008846 利子補給金支給 17 補助金等交付 - -

- -

7 株式会社山形銀行 5390001002010 利子補給金支給 10 補助金等交付 - -

- - -

6 飯田信用金庫 5100005009518 利子補給金支給 15 補助金等交付 -

5 株式会社商工組合中央金庫 9010001120408 利子補給金支給 15 補助金等交付

- - -

10 株式会社北陸銀行 1230001002946 利子補給金支給 6 補助金等交付 -

9 株式会社北洋銀行 8430001022711 利子補給金支給 8 補助金等交付

-

8 株式会社福井銀行 9210001003641 利子補給金支給 8 補助金等交付 - - -

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- - -

3 株式会社Ｃ - 利子補給金支給 11 補助金等交付 -

2 株式会社Ｂ - 利子補給金支給 13 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1 株式会社Ａ - 利子補給金支給 19 補助金等交付 - - -

-

5 株式会社Ｅ - 利子補給金支給 7 補助金等交付 - - -

- -

4 社会福祉法人Ｄ - 利子補給金支給 8 補助金等交付 - -

- -

8 株式会社Ｈ - 利子補給金支給 5 補助金等交付 - -

- - -

7 株式会社Ｇ - 利子補給金支給 6 補助金等交付 -

6 株式会社Ｆ - 利子補給金支給 7 補助金等交付

- - -10 株式会社Ｊ - 利子補給金支給 5 補助金等交付

-

9 株式会社Ｉ - 利子補給金支給 5 補助金等交付 - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック
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